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　日本埋立浚渫協会は 2018 年度「港湾技術報告会」を8
月 6 日に東京都千代田区のルポール麹町で開催しまし
た。この報告会は、港湾技術と関連する分野の動向な
どを有識者にご講演いただくとともに、当協会の自主
的な研究活動の成果などを紹介し、会員相互の技術向
上を目指すことを目的として、毎年開いています。
　今回は第 1 部として、大阪大学大学院工学研究科の
矢吹信喜教授を講師にお招きし、「CIM による建設生
産・管理システムの変革」と題して講演をしていただ
きました。第 2 部では当協会の活動報告として、会員
各社の技術者 7 人に、ここ 1 年積極的に外部に発信し
てきた調査研究の成果を発表してもらいました。報告
会の参加者は約 200 人に上り、講演や発表の後には活
発な質疑応答が行われました。

約200人参加し、講演や研究発表
2018年度港湾技術報告会を開催

　報告会の冒頭、当協会の福田功専務理事は、今年 5
月に協会活動の中長期ビジョン「確かな未来の構築に
向けて～日本埋立浚渫協会の新たな活動展開～」を公
表したことを紹介した上で、「担い手確保などの目標
に向けて最大の推進力となるのは技術レベルの向上で
す。それがなければ生産性の向上や働き方改革は進み
ません。この技術報告会が実り多いものになることを
期待しています」とあいさつしました。
　矢吹教授は講演で、就業者の高齢化と担い手不足、
労働生産性の低さ、重層構造など建設産業の抱える課
題を指摘。3 次元データを活用・共有する BIM が建築
分野でプロジェクトの効率化やコスト削減につながっ
ているのと同様に、土木分野でも CIM が生産・管理
システムを変革する大きな原動力になるとの見方を示
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開会のあいさつをする福田専務理事

東洋建設株式会社　土木事業本部土木技術部部長　　和田　眞鄕
国際支店ティラワ作業所副所長　　相川　秀一

五洋建設株式会社　技術研究所土木材料チーム主任　　水野　剣一
土木本部船舶機械部長　　小﨑　正弘

若築建設株式会社　技術研究所 波浪・水理・施工・制御グループリーダー　　土屋　　洋
九州支店　　小川　武洋

東亜建設工業株式会社　北陸支店　　中谷　健登

重力式係船岸増深工法の実用化に
向けた実証実験

東洋建設株式会社
土木事業本部土木技術部部長　和田　眞鄕

　
　近年のコンテナ船やク
ルーズ船の大型化に対し
て既存係船岸を増深する
検討事例が増加していま
す。そのため捨石マウン
ドの一部を可塑状グラウ
トで注入・固化し、捨石

を掘削することで法線位置を変更せずに重力式係船
岸の増深を可能とする工法が日本埋立浚渫協会と港
湾空港技術研究所の共同研究で開発されました。しか
し当該工法は注入・固化に用いる可塑状グラウトの
2 次元注入実験を行った段階であり、可塑状グラウト
の捨石注入時の球体状の改良体の造成や施工時の周
辺海域に及ぼす影響に対する検証や、可塑状グラウ

ト注入後の捨石掘削など実施工上の課題については
未検討でした。
　そこで本実証実験では、容易に注排水できる京浜港
ドックにて実大規模の捨石マウンドを構築し、捨石内
へのグラウト注入や水中での潜水士による捨石掘削な
ど増深施工手順を模擬した実証試験を行いました。そ
の結果，可塑状グラウトは，適切なワーカビリティ、
注入速度、および注入圧力を管理することで、球体の
改良体が造成できること、改良後の水中での捨石掘削
が施工可能であること、および掘削後の改良体が崩壊
することなく法面が自立することを確認しました。
　その後、改良体のコア観察、強度試験を実施し、グ
ラウトが捨石空隙内に密実に充填されていること、所
定の設計強度を満足することを確認し、当該工法が施
工可能であることを確認しました。最後にドック内か
ら排水して増深時の捨石斜面の状況の確認、および固
結していない捨石を撤去して改良体出来形を計測する
ことで、想定通りの形状・大きさの改良体の出来形を
確認し、本工法の実用化に向けた成果を得ました。

しました。CIM を巡る国土交通省の取り組み状況や諸
外国の動向も紹介し、今後は大学の土木工学系学科で
システム開発やデータベースなど情報技術に関する教
育に力を入れることが必要だと強調。建設産業界とし
て CIM のツールを使いこなせる技術者を養成し、新た
な時代の波に積極的に対応していくよう訴えました。
　続く協会活動報告では、技術開発案件として東洋建
設土木事業本部土木技術部部長の和田眞鄕氏
が「重力式係船岸増深工法の実用化に向けた
実証実験」、五洋建設技術研究所土木材料チー
ム主任の水野剣一氏が「無線 LAN ボートを
用いた港湾構造物の点検・診断システム技
術」、i-Construction 大賞受賞案件として若築
建設技術研究所波浪・水理・施工・制御グルー
プリーダーの土屋洋氏が「港湾工事における
ICT 技術の活用事例：須崎港湾口地区防波堤
築堤工事」のテーマでそれぞれ研究開発の成
果を発表しました。
　さらに国際事業案件として、五洋建設土木
本部船舶機械部長の小﨑正弘氏が「日本の浚
渫技術と世界の実績」、東洋建設国際支店ティ

ラワ作業所副所長の相川秀一氏が「ミャンマーにおけ
るジャケット方式による桟橋構築」、官民若手交流関
連として、東亜建設工業北陸支店の中谷健登氏が「沈
埋函鋼殻内における充填コンクリート打設について」、
若築建設九州支店の小川武洋氏が「海上における維持
管理性、耐久性、耐震性の高い PC ラーメン構造の実現」
と題してそれぞれ発表を行いました。

ＣＩＭについて講演する矢吹教授

約 200 人が参加した報告会

講演　｢CIMによる建設生産・管理システムの変革｣
　　　 矢吹信喜  大阪大学大学院工学研究科 教授

活動報告



10 marine voice 21 Autumn 2018 vol.303 marine voice 21 Autumn 2018 vol.303

　日本埋立浚渫協会は 2018 年度「港湾技術報告会」を8
月 6 日に東京都千代田区のルポール麹町で開催しまし
た。この報告会は、港湾技術と関連する分野の動向な
どを有識者にご講演いただくとともに、当協会の自主
的な研究活動の成果などを紹介し、会員相互の技術向
上を目指すことを目的として、毎年開いています。
　今回は第 1 部として、大阪大学大学院工学研究科の
矢吹信喜教授を講師にお招きし、「CIM による建設生
産・管理システムの変革」と題して講演をしていただ
きました。第 2 部では当協会の活動報告として、会員
各社の技術者 7 人に、ここ 1 年積極的に外部に発信し
てきた調査研究の成果を発表してもらいました。報告
会の参加者は約 200 人に上り、講演や発表の後には活
発な質疑応答が行われました。

約200人参加し、講演や研究発表
2018年度港湾技術報告会を開催

　報告会の冒頭、当協会の福田功専務理事は、今年 5
月に協会活動の中長期ビジョン「確かな未来の構築に
向けて～日本埋立浚渫協会の新たな活動展開～」を公
表したことを紹介した上で、「担い手確保などの目標
に向けて最大の推進力となるのは技術レベルの向上で
す。それがなければ生産性の向上や働き方改革は進み
ません。この技術報告会が実り多いものになることを
期待しています」とあいさつしました。
　矢吹教授は講演で、就業者の高齢化と担い手不足、
労働生産性の低さ、重層構造など建設産業の抱える課
題を指摘。3 次元データを活用・共有する BIM が建築
分野でプロジェクトの効率化やコスト削減につながっ
ているのと同様に、土木分野でも CIM が生産・管理
システムを変革する大きな原動力になるとの見方を示

Technical
Report  1

11

開会のあいさつをする福田専務理事

東洋建設株式会社　土木事業本部土木技術部部長　　和田　眞鄕
国際支店ティラワ作業所副所長　　相川　秀一

五洋建設株式会社　技術研究所土木材料チーム主任　　水野　剣一
土木本部船舶機械部長　　小﨑　正弘

若築建設株式会社　技術研究所 波浪・水理・施工・制御グループリーダー　　土屋　　洋
九州支店　　小川　武洋

東亜建設工業株式会社　北陸支店　　中谷　健登

重力式係船岸増深工法の実用化に
向けた実証実験

東洋建設株式会社
土木事業本部土木技術部部長　和田　眞鄕

　
　近年のコンテナ船やク
ルーズ船の大型化に対し
て既存係船岸を増深する
検討事例が増加していま
す。そのため捨石マウン
ドの一部を可塑状グラウ
トで注入・固化し、捨石

を掘削することで法線位置を変更せずに重力式係船
岸の増深を可能とする工法が日本埋立浚渫協会と港
湾空港技術研究所の共同研究で開発されました。しか
し当該工法は注入・固化に用いる可塑状グラウトの
2 次元注入実験を行った段階であり、可塑状グラウト
の捨石注入時の球体状の改良体の造成や施工時の周
辺海域に及ぼす影響に対する検証や、可塑状グラウ

ト注入後の捨石掘削など実施工上の課題については
未検討でした。
　そこで本実証実験では、容易に注排水できる京浜港
ドックにて実大規模の捨石マウンドを構築し、捨石内
へのグラウト注入や水中での潜水士による捨石掘削な
ど増深施工手順を模擬した実証試験を行いました。そ
の結果，可塑状グラウトは，適切なワーカビリティ、
注入速度、および注入圧力を管理することで、球体の
改良体が造成できること、改良後の水中での捨石掘削
が施工可能であること、および掘削後の改良体が崩壊
することなく法面が自立することを確認しました。
　その後、改良体のコア観察、強度試験を実施し、グ
ラウトが捨石空隙内に密実に充填されていること、所
定の設計強度を満足することを確認し、当該工法が施
工可能であることを確認しました。最後にドック内か
ら排水して増深時の捨石斜面の状況の確認、および固
結していない捨石を撤去して改良体出来形を計測する
ことで、想定通りの形状・大きさの改良体の出来形を
確認し、本工法の実用化に向けた成果を得ました。

しました。CIM を巡る国土交通省の取り組み状況や諸
外国の動向も紹介し、今後は大学の土木工学系学科で
システム開発やデータベースなど情報技術に関する教
育に力を入れることが必要だと強調。建設産業界とし
て CIM のツールを使いこなせる技術者を養成し、新た
な時代の波に積極的に対応していくよう訴えました。
　続く協会活動報告では、技術開発案件として東洋建
設土木事業本部土木技術部部長の和田眞鄕氏
が「重力式係船岸増深工法の実用化に向けた
実証実験」、五洋建設技術研究所土木材料チー
ム主任の水野剣一氏が「無線 LAN ボートを
用いた港湾構造物の点検・診断システム技
術」、i-Construction 大賞受賞案件として若築
建設技術研究所波浪・水理・施工・制御グルー
プリーダーの土屋洋氏が「港湾工事における
ICT 技術の活用事例：須崎港湾口地区防波堤
築堤工事」のテーマでそれぞれ研究開発の成
果を発表しました。
　さらに国際事業案件として、五洋建設土木
本部船舶機械部長の小﨑正弘氏が「日本の浚
渫技術と世界の実績」、東洋建設国際支店ティ

ラワ作業所副所長の相川秀一氏が「ミャンマーにおけ
るジャケット方式による桟橋構築」、官民若手交流関
連として、東亜建設工業北陸支店の中谷健登氏が「沈
埋函鋼殻内における充填コンクリート打設について」、
若築建設九州支店の小川武洋氏が「海上における維持
管理性、耐久性、耐震性の高い PC ラーメン構造の実現」
と題してそれぞれ発表を行いました。

ＣＩＭについて講演する矢吹教授

約 200 人が参加した報告会

講演　｢CIMによる建設生産・管理システムの変革｣
　　　 矢吹信喜  大阪大学大学院工学研究科 教授

活動報告



12 marine voice 21 Autumn 2018 vol.303 marine voice 21 Autumn 2018 vol.303 13

日本の浚渫技術と世界の実績
五洋建設株式会社
土木本部船舶機械部長　小﨑　正弘

ミャンマーにおけるジャケット
方式による桟橋構築

東洋建設株式会社
国際支店ティラワ作業所副所長　相川　秀一

　
　港湾工事における ICT
の活用事例として、平成
29年度「i-Construction大賞」
にて優秀賞を受賞した、四
国地方整備局発注の須崎
港湾口地区防波堤築造工
事について紹介します。

　本工事の被覆ブロック据付作業は、作業水深最大約
18 ｍ、ブロック数量 2,856 個で、据付作業の効率化は
もちろん、潜水作業における安全性の向上が求められ
ました。そこで、ICT 施工支援システム「潜水士位置
監視機能搭載ブロック据付施工管理システム（WIT-B・
Fix）」（以下、WIT-B・Fix）を活用することで、工程の
クリティカルパスに影響の大きいブロック据付作業の
効率と安全性を向上させ、工事全体の工程管理を確実
なものとしました。
　WIT-B・Fix は、水中位置検知装置と GNSS 機器で
構成され、起重機船の位置と潜水士位置及びブロック
等吊荷の位置を視覚化するものです。また、2008 年の
開発以来、10 年間継続的に改良されてきた信頼性の高

いシステムでもあります。 
　本工事では、WIT-B・Fix を活用することで、ブロッ
ク据付位置や潜水士の退避状況の確認が的確・迅速に
行え、作業サイクルが大幅に短縮されました（作業能
力 26%の向上）。
　これは、元請～下請を含む現場技術者が積極的に
ICT を理解し、活用することで得られた結果です。建
設現場は、多様な経歴や技術を持つ技術者が協働する
場所です。ICT に馴染の薄い技術者には、ICT 化に懐
疑的な方も存在します。今後 ICT を有効に活用するた
めには、開発側はシステムの高度化に囚われず、現場
の視点に立ったシステム開発が重要です。現場技術者
は、ICT への理解を深め、活用効果を適切に現場に反
映させることが求められます。
　これらの課題を踏まえ、今回紹介した施工管理シス
テムをはじめ、様々な ICT 活用技術・システムの研究・
開発・改良
を 通 し て、
今後も建設
現場の生産
性、安全性
の向上に寄
与していき
ます。

港湾工事における ICT 技術の活用事例
― 須崎港湾口地区防波堤築造工事 ―

若築建設株式会社
技術研究所 波浪・水理・施工・制御グループリーダー　土屋　洋

　
　今回は、我が国の浚渫
に関するこれまでの大き
な傾向と、技術開発につ
いて紹介します。まずは、
日本とアセアン諸国の港
湾整備を比較した報告か
ら紹介します。アセアン

諸国は河川港が多い一方、日本の場合は急峻な地形で
あり、ほとんどの港湾は臨海部に位置しています。こ
のため、浚渫と埋立が同時並行的に進んできたのが日
本の特色です。
　浚渫船のうち、ポンプ式浚渫船は、第二次世界大戦
後の復興期から高度成長期にかけて、多くの堀込港湾
が建設された時期に、高いパフォーマンスを発揮し活
躍してきました。しかし、1970 年代後半から大規模
な浚渫工事が少なくなり、航路・運河などの維持浚渫

が主な工事となりました。
　そのため、日本埋立浚渫協会加入業者による浚渫土
量をみると、浚渫船の保有隻数も 1970 年をピークに
減少し、一方、航路・運河等ではグラブ浚渫船が多く
採用され始めました。このグラブ浚渫船に対しては、
汚濁防止対策や環境型バケット、水平掘削機能、傾斜
掘削機能などの技術が開発され、東日本大震災でも障
害物の撤去・回収作作業にも活躍しました。
　また、沿岸の環境や漁業などへ与える影響から海洋
投棄が制限された結果、浚渫土が有効に利用され、人
工海岸や人工干潟に使われるケースが増加してきまし
た。さらには、沖合防波堤の背面側浅場に浚渫土を用
い、強度の弱いシルト・粘性土はセメントスラリーを
添加し圧送管内で混練して埋立工事に再利用するな
ど、浚渫と埋立を一体化して捉える技術が発展してき
ました。
　最近では、浚渫工事における出来形管理技術と
してナローマルチビームや水中ソナー等の ICT 導
入が進み、施工の正確性が格段に向上しています。
　今後、東南アジア地域の大規模浚渫・埋立工事におい
ても、日本埋立浚渫協会会員企業としてこれらの技術を
用いて様々な問題解決に貢献していきたいと思います。

　目覚ましい経済発展を
遂げるミャンマー国の主
要港湾であるヤンゴン港
ティラワ地区でコンテナ
ターミナルの建設工事が
日本の政府開発援助によ
り進められています。こ
のコンテナターミナルの桟橋（L=400m）にはジャケッ
ト工法が採用されています。日本国内では羽田 D 滑走
路を含め、急速施工を目的とした震災復興事業等で施
工実績が積み重ねられてきています。一方、海外では
桟橋構造にジャケット方式を採用したという実績はほ
とんどありません。
　今回、採用されたジャケット工法は、基礎となる鋼
管杭を先行打設し、後から鋼管杭にジャケットを差し
込む杭先行法です。鋼管杭の径は 1,300mm、ジャケッ
トのレグと呼ばれる脚の部分は内径が 1,480mm、ス

ペーサー等を考慮すると、鋼管杭とジャケットとレグ
との隙間はわずか 60mm しかありません。当然、鋼管
杭の打設には高い精度が要求されます。鋼管杭の 1 次
打設はバイブロハンマーで行い、打設中にずれが生じ
た場合、一旦、杭を引き抜き所定の位置に再打設しま
した。さらに打設中の位置ずれをできるだけ少なくす
るために作業船には鋼管杭の位置保持が可能なパイル
キーパーを装備しました。こうした工夫を施したこと
で、打設精度は± 30mm 以内に 9 割の鋼管杭が納まる
という結果を得ました。
　ジャケットの据付には 500t 吊りの固定式起重機船を
用いました。ジャケット１基当たりの重さは 245tf、大
きさは 20m × 40m。全部で 20 基を現場に隣接している
仮設ヤードで組み立て、据付を行いました。河川は潮
位差が 6m と大きく、さらに流速も 3m/s と早いことか
ら起重機船の移動は安全を考慮して、アンカーの打換に
よる方法を採用しました。鋼管杭の打設精度が良かっ
たこと、据付に際し綿密な計画を立案したこと等が功
を奏し、何のトラブルもなく全てのジャケットを想定
よりも早くかつ精度良く据え付けることができました。
　以上、海外では希少なジャケット工法による桟橋構
築でしたが、日本と同様な高品質なものを提供できた
と自負しています。

無線 LAN ボートを用いた港湾構造
物の点検・診断システム技術

五洋建設株式会社
技術研究所土木材料チーム主任 　水野　剣一

　
　近年、我が国の社会イ
ンフラは老朽化が進行し
ており、効率的かつ効果
的な維持管理手法の構築
とその活用が急務となっ
ています。このため、国
としても SIP「戦略的イノ
ベーション創造プログラム」の課題として、「インフラ
維持管理・更新・マネジメント技術」を設定しています。
当社では SIP に参加し、桟橋下面の目視調査の効率化
に向け、無線 LAN ボートによる調査診断システムを開
発しましたので、その内容について紹介します。
　従来の桟橋下面の目視調査は、小型船に数名の調査員
が乗り込み、船上から写真撮影やスケッチ図を作成し、
劣化状態を把握しています。桟橋下面は狭隘でかつ潮位

や波浪の影響を受けるため、調査時間が短くなり、点検
者に多くの負担がかかっている状況にあります。
　このため、桟橋上で無線 LAN ボートを遠隔操作し
撮影することで調査員が直接桟橋下部に立ち入らずに、
安全に調査・診断することを可能としています。また、
海上では波浪の影響を受けて動揺するため、撮影用の
カメラには高性能のジンバル（動揺抑制装置）を搭載す
ることで安定した画像取得を可能としています。
　撮影した画像は、SfM/MVS（多視点画像からの 3 次
元形状復元）を使用して 3 次元モデルを構築し、ひび割
れ密度や剥落面積の有無、鉄筋の露出面積割合などを
算定して、劣化度を自動で診断することが可能です。
さらに、それらの情報を 3 次元モデルに取り込み維持
管理やモニタリングできるシステムとなっています。
　本システムを建設から 45 年経過した桟橋で検証し
た結果、調査効率は人員による従来方法に比べ約 2.5
倍であることや劣化度の自動判定結果と人員目視で判
定した結果は概ね一致することを確認しました。
　今後は本システムの積極的な展開とさらなる効率化
を図るとともに、劣化予測や補修計画に有効活用した
いと考えています。
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日本の浚渫技術と世界の実績
五洋建設株式会社
土木本部船舶機械部長　小﨑　正弘

ミャンマーにおけるジャケット
方式による桟橋構築

東洋建設株式会社
国際支店ティラワ作業所副所長　相川　秀一

　
　港湾工事における ICT
の活用事例として、平成
29年度「i-Construction大賞」
にて優秀賞を受賞した、四
国地方整備局発注の須崎
港湾口地区防波堤築造工
事について紹介します。

　本工事の被覆ブロック据付作業は、作業水深最大約
18 ｍ、ブロック数量 2,856 個で、据付作業の効率化は
もちろん、潜水作業における安全性の向上が求められ
ました。そこで、ICT 施工支援システム「潜水士位置
監視機能搭載ブロック据付施工管理システム（WIT-B・
Fix）」（以下、WIT-B・Fix）を活用することで、工程の
クリティカルパスに影響の大きいブロック据付作業の
効率と安全性を向上させ、工事全体の工程管理を確実
なものとしました。
　WIT-B・Fix は、水中位置検知装置と GNSS 機器で
構成され、起重機船の位置と潜水士位置及びブロック
等吊荷の位置を視覚化するものです。また、2008 年の
開発以来、10 年間継続的に改良されてきた信頼性の高

いシステムでもあります。 
　本工事では、WIT-B・Fix を活用することで、ブロッ
ク据付位置や潜水士の退避状況の確認が的確・迅速に
行え、作業サイクルが大幅に短縮されました（作業能
力 26%の向上）。
　これは、元請～下請を含む現場技術者が積極的に
ICT を理解し、活用することで得られた結果です。建
設現場は、多様な経歴や技術を持つ技術者が協働する
場所です。ICT に馴染の薄い技術者には、ICT 化に懐
疑的な方も存在します。今後 ICT を有効に活用するた
めには、開発側はシステムの高度化に囚われず、現場
の視点に立ったシステム開発が重要です。現場技術者
は、ICT への理解を深め、活用効果を適切に現場に反
映させることが求められます。
　これらの課題を踏まえ、今回紹介した施工管理シス
テムをはじめ、様々な ICT 活用技術・システムの研究・
開発・改良
を 通 し て、
今後も建設
現場の生産
性、安全性
の向上に寄
与していき
ます。

港湾工事における ICT 技術の活用事例
― 須崎港湾口地区防波堤築造工事 ―

若築建設株式会社
技術研究所 波浪・水理・施工・制御グループリーダー　土屋　洋

　
　今回は、我が国の浚渫
に関するこれまでの大き
な傾向と、技術開発につ
いて紹介します。まずは、
日本とアセアン諸国の港
湾整備を比較した報告か
ら紹介します。アセアン

諸国は河川港が多い一方、日本の場合は急峻な地形で
あり、ほとんどの港湾は臨海部に位置しています。こ
のため、浚渫と埋立が同時並行的に進んできたのが日
本の特色です。
　浚渫船のうち、ポンプ式浚渫船は、第二次世界大戦
後の復興期から高度成長期にかけて、多くの堀込港湾
が建設された時期に、高いパフォーマンスを発揮し活
躍してきました。しかし、1970 年代後半から大規模
な浚渫工事が少なくなり、航路・運河などの維持浚渫

が主な工事となりました。
　そのため、日本埋立浚渫協会加入業者による浚渫土
量をみると、浚渫船の保有隻数も 1970 年をピークに
減少し、一方、航路・運河等ではグラブ浚渫船が多く
採用され始めました。このグラブ浚渫船に対しては、
汚濁防止対策や環境型バケット、水平掘削機能、傾斜
掘削機能などの技術が開発され、東日本大震災でも障
害物の撤去・回収作作業にも活躍しました。
　また、沿岸の環境や漁業などへ与える影響から海洋
投棄が制限された結果、浚渫土が有効に利用され、人
工海岸や人工干潟に使われるケースが増加してきまし
た。さらには、沖合防波堤の背面側浅場に浚渫土を用
い、強度の弱いシルト・粘性土はセメントスラリーを
添加し圧送管内で混練して埋立工事に再利用するな
ど、浚渫と埋立を一体化して捉える技術が発展してき
ました。
　最近では、浚渫工事における出来形管理技術と
してナローマルチビームや水中ソナー等の ICT 導
入が進み、施工の正確性が格段に向上しています。
　今後、東南アジア地域の大規模浚渫・埋立工事におい
ても、日本埋立浚渫協会会員企業としてこれらの技術を
用いて様々な問題解決に貢献していきたいと思います。

　目覚ましい経済発展を
遂げるミャンマー国の主
要港湾であるヤンゴン港
ティラワ地区でコンテナ
ターミナルの建設工事が
日本の政府開発援助によ
り進められています。こ
のコンテナターミナルの桟橋（L=400m）にはジャケッ
ト工法が採用されています。日本国内では羽田 D 滑走
路を含め、急速施工を目的とした震災復興事業等で施
工実績が積み重ねられてきています。一方、海外では
桟橋構造にジャケット方式を採用したという実績はほ
とんどありません。
　今回、採用されたジャケット工法は、基礎となる鋼
管杭を先行打設し、後から鋼管杭にジャケットを差し
込む杭先行法です。鋼管杭の径は 1,300mm、ジャケッ
トのレグと呼ばれる脚の部分は内径が 1,480mm、ス

ペーサー等を考慮すると、鋼管杭とジャケットとレグ
との隙間はわずか 60mm しかありません。当然、鋼管
杭の打設には高い精度が要求されます。鋼管杭の 1 次
打設はバイブロハンマーで行い、打設中にずれが生じ
た場合、一旦、杭を引き抜き所定の位置に再打設しま
した。さらに打設中の位置ずれをできるだけ少なくす
るために作業船には鋼管杭の位置保持が可能なパイル
キーパーを装備しました。こうした工夫を施したこと
で、打設精度は± 30mm 以内に 9 割の鋼管杭が納まる
という結果を得ました。
　ジャケットの据付には 500t 吊りの固定式起重機船を
用いました。ジャケット１基当たりの重さは 245tf、大
きさは 20m × 40m。全部で 20 基を現場に隣接している
仮設ヤードで組み立て、据付を行いました。河川は潮
位差が 6m と大きく、さらに流速も 3m/s と早いことか
ら起重機船の移動は安全を考慮して、アンカーの打換に
よる方法を採用しました。鋼管杭の打設精度が良かっ
たこと、据付に際し綿密な計画を立案したこと等が功
を奏し、何のトラブルもなく全てのジャケットを想定
よりも早くかつ精度良く据え付けることができました。
　以上、海外では希少なジャケット工法による桟橋構
築でしたが、日本と同様な高品質なものを提供できた
と自負しています。

無線 LAN ボートを用いた港湾構造
物の点検・診断システム技術

五洋建設株式会社
技術研究所土木材料チーム主任 　水野　剣一

　
　近年、我が国の社会イ
ンフラは老朽化が進行し
ており、効率的かつ効果
的な維持管理手法の構築
とその活用が急務となっ
ています。このため、国
としても SIP「戦略的イノ
ベーション創造プログラム」の課題として、「インフラ
維持管理・更新・マネジメント技術」を設定しています。
当社では SIP に参加し、桟橋下面の目視調査の効率化
に向け、無線 LAN ボートによる調査診断システムを開
発しましたので、その内容について紹介します。
　従来の桟橋下面の目視調査は、小型船に数名の調査員
が乗り込み、船上から写真撮影やスケッチ図を作成し、
劣化状態を把握しています。桟橋下面は狭隘でかつ潮位

や波浪の影響を受けるため、調査時間が短くなり、点検
者に多くの負担がかかっている状況にあります。
　このため、桟橋上で無線 LAN ボートを遠隔操作し
撮影することで調査員が直接桟橋下部に立ち入らずに、
安全に調査・診断することを可能としています。また、
海上では波浪の影響を受けて動揺するため、撮影用の
カメラには高性能のジンバル（動揺抑制装置）を搭載す
ることで安定した画像取得を可能としています。
　撮影した画像は、SfM/MVS（多視点画像からの 3 次
元形状復元）を使用して 3 次元モデルを構築し、ひび割
れ密度や剥落面積の有無、鉄筋の露出面積割合などを
算定して、劣化度を自動で診断することが可能です。
さらに、それらの情報を 3 次元モデルに取り込み維持
管理やモニタリングできるシステムとなっています。
　本システムを建設から 45 年経過した桟橋で検証し
た結果、調査効率は人員による従来方法に比べ約 2.5
倍であることや劣化度の自動判定結果と人員目視で判
定した結果は概ね一致することを確認しました。
　今後は本システムの積極的な展開とさらなる効率化
を図るとともに、劣化予測や補修計画に有効活用した
いと考えています。
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　国の 2019 年度予算に対する各省庁の概算要求が 8
月末にまとまった。国土交通省の 19 年度予算概算要
求は、一般会計の国費総額が前年度比 18.9％増の 6
兆 9,069 億円。うち公共事業関係費は 19.1％増の 6 兆
1,735 億円と 5 年連続で 6 兆円を超える要求となった。
港湾局関係では前年度比 19.5％増の 2,955 億円（新し
い日本のための優先課題推進枠 753 億円）を要求。う
ち公共事業費には、港湾整備事業 2,781 億円、港湾海
岸事業 117 億円、災害復旧事業等 13 億円の総額 2,911
億円を計上した。

１．被災地の復旧・復興
　東日本大震災や熊本地震、2018 年 7 月豪雨などの大
規模自然災害からの復旧・復興に資する港湾施設と海
岸保全施設の整備を推進する。
２．力強く持続的な経済成長の実現
　コンテナ船の大型化や船社間の連携による基幹航路
の再編など海運・港湾を取り巻く情勢が変化
する中、日本に寄港する基幹航路の維持・拡
大を図るため、「国際コンテナ戦略港湾政策
推進委員会」の最終取りまとめ（2014 年 1 月）
の総点検を踏まえ、「集貨」「創貨」「競争力
強化」の 3 本柱を構成する個別施策を見直し、
重点的・効率的な集貨の促進や、コンテナタ
ーミナルの生産性向上などに向け、国際コン
テナ戦略港湾政策をさらに深化・加速させる。
　急増するクルーズ需要やクルーズ船の大型
化に対応するため、ストックを活用したハー
ド・ソフト両面の取り組みと官民連携による
国際クルーズ拠点の形成を図るとともに、国
際バルク戦略港湾政策の推進、LNG バンカ
リング拠点の形成、地域の基幹産業の競争力
の強化のための港湾整備を進める。港湾の完
全電子化の推進、洋上風力発電の促進などに
も取り組む。
３．国民の安全・安心の確保
　切迫する巨大地震や激甚化する気象災害か
ら国民の生命と財産を守るため、港湾・海岸
でハード・ソフトを総動員した防災・減災対
策を進めるとともに、港湾施設と海岸保全施
設の老朽化に対応する戦略的な維持管理を推
進し、国土の強靱化を図る。
４．豊かで暮らしの礎となる地域づくり
　離島における安定した住民生活を確保する
ため、港湾施設の整備を通じた離島航路の就
航率の向上や人流・物流の安全の確保を図る。

2019年度国土交通省港湾局関係予算概算要求

　「みなと」を核とした魅力ある地域づくりを促進する
とともに、持続可能な社会の形成に向けて、廃棄物の
適正処理のための海面処分場の整備と良好な海域環境
の保全・再生・創出も図る。

　「経済財政運営と改革の基本方針 2018」「未来投資戦
略 2018」などを踏まえた諸課題については、「新しい日
本のための優先課題推進枠」を活用して重点的に要望。
国際コンテナ戦略港湾政策の深化と加速に公共 510 億
円、非公共 7 億円、「訪日クルーズ旅客 500 万人時代」
に向けたクルーズ船の受け入れ環境の整備に公共 200
億円、非公共 7 億円、南海トラフ地震・津波対策のた
めの海岸保全施設の整備に公共 29 億円を計上した。
大水深コンテナターミナルの整備をはじめ、クルーズ
旅客の利便性を高める旅客上屋の改修や屋根付き通路
の設置、海岸堤防や護岸のかさ上げ、耐震・液状化対策、
粘り強い構造の堤防整備などをそれぞれ推進する。

-19％増の 2,955 億円-

海上における維持管理性、耐久性、耐震性
の高い PC ラーメン構造の実現について

若築建設株式会社
九州支店　小川 武洋

　
　国土交通省中部地方整備
局発注の「平成 27年度四日
市港霞ヶ浦北ふ頭地区道
路（霞4号幹線）橋梁（P49
～P53）上部工事」は、道路
橋としては全国で 3 例目
と言われる後ラーメン工
法が採用されました。本工法は、耐震性に優れた多径
間連続ラーメン構造において、橋脚高さが低いほど懸
念される剛結橋脚でのコンクリートのクリープ、乾燥
収縮、温度変化および弾性短縮による水平変位の影響
を低減したものです。
　現場施工によるプレストレストコンクリート構造物
は、工場製作と違い、現場でコンクリートを打設し硬
化を確認後、各種ケーブルを緊張しプレストレスを導
入します。

　主桁は、プレストレスが導入されると水平方向にコ
ンクリートが短縮する弾性変形を起こします。また、材
齢を重ねることで、コンクリートの乾燥収縮およびプ
レストレスによるクリープが進行し、水平変位が増大し
ていきます。本橋のように橋脚高が低い連続ラーメン
橋の場合は、上部工の水平変位により橋脚に大きな断
面力が発生するため、ラーメン構造として成立しにく
い条件となっています。（通常、ラーメン構造とする場
合、固定支間長の 1/8 程度の橋脚の橋脚高さが必要とさ
れるが、本橋では 1/18 ～ 1/63 程度の橋脚高さでした。）
　そこで、最も橋脚高さが低い橋脚の下部工と上部工
の間にスライド沓（仮沓）を設けて上下部工の縁を切
りすべらせる事で施工期間（待機期間）中に発生する
水平変位を吸収し、橋脚に発生する断面力を低減させ、
水平変位がある程度進行した後に上下部工を剛結する
という後ラーメン工法の施工を行いました。
　曲率半径が小さい線形での後ラーメン工法の採用
は、国内で初めての施工であったため、後ラーメン化
待機期間中は発注者および設計会社を交えて、水平変
位量の進行具合および後ラーメン部の剛結時期の把握
に努めて、綿密な計測管理のもとに後ラーメン工法を
無事完了することができました。

沈埋函鋼殻内における充填コンク
リート打設について

東亜建設工業株式会社
北陸支店　中谷 健登

　
　当事業は、外貿コンテ
ナ取扱個数が日本一であ
る東京港において、交通
量の需要増大に対応し、
円滑な物流を確保するた
めに、お台場周辺地域で
ある有明地区と中央防波

堤地区を繋ぐ全長 2,100m の臨港道路（南北線）を整
備する事業です。2,100m の道路のうち海上部 930.8m
は沈埋函 7 函で構成されており、その 7 函のうち 2 函
が当工事の施工対象です。
　今回施工した沈埋函の 1 函当たりの寸法は、延長
134.00m、幅 27.80m、高さ 8.35m であり、陸上で沈埋
函の鋼殻を製作した後、岸壁に係留した状態で鋼殻内
に充填コンクリートを打設しました。私の当工事での
役割は、充填コンクリートの品質管理を主として行い、
不良品（規格外品）を排除することでした。
　今回、充填コンクリートの打設に当たって、次のこ

とを課題として業務を行いました。本工事では、充填
コンクリートの自己充填性を確保し、沈埋函内の未充
填部を無くす必要がありましたが、今回使用した充填
コンクリートは JIS 規格外品であったことから、製造
が難しく、品質がばらつく傾向にありました。そのた
め、品質管理の工夫としてコンクリートの性状を現場
試験およびポンプ車に設置している WEB カメラで確
認し、現地で触手にて性状の確認を行い、不良品は返
却しました。
　また、現場試験とは別に、ポンプ車の配管に設置し
た単位水量測定装置にて、打設時の単位水量を常時監
視し、設計値± 10kg/㎥を超えたものは現場試験を行
いました。加えて、充填コンクリートは現地での待機
時間が長くなると、スランプフロー値等の品質が低下
するため、配車ピッチの調整にコンクリート打設管理
システムを用いて、アジテータ車の出荷・運搬状況、
現場到着台数を確認し、現場の打設状況に即した配車
を出荷工場と調整しました。それにより、所定の品質
を満足し施工を無事に終えることができました。
　本工事を通して充填コンクリートの品質管理手法を
習得することができました。コンクリートの性状につ
いて目視や触手により一定の判断を行うことを経験す
ることで、今後、技術者として活躍していく上で大き
な財産を得ました。




